
Ⅵ　労働者の企業管理への参加
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都市の解欣と労働お階級 (II)

一 ir,n状 rm党の都市；主／汀作の A 側出i－ 

日労働行山企業特f4J，，の参加

労働組合との関係

；巾全会におL、て｛tr起された！労働苫階級への

依処J':'. t寸：FJf卜が rt体的な政策面iにどう反映さ

れたカ泊。労｛fiJJi-v＂＞企業管理への参加に問する政策

') /Jilllili過程V' j且刈：が‘ ぞれに対すみーつれ角，t容を
m,J:,:: :;.1心で」ハ7，う しか七それi工、 二（I）ゾj

i:I ,i～ そし く士i:"i II寺山f長官工11ーか内｛：，1,L 口、f二
Nr ,, ，＿，，イ’Ii「をtII）と I_ iこすことにたるでふんりフ

新tjr 11J h足、y三日時、ドi営企業におけら労働

二百 ·！， 企~作f!jl, ，、＇J君主／Jll山権利；.t, カサ［九，u・＇.＼f！家の

j日明1判決でふけ‘ 企主l竹山；七人公：てんふ三 l,

,_11、円円、／1;(,li果て；（；， ／.ユピ；；1~rヰjさ;jL[ご。 L；かLとのこ

とは， I［＼京／；ゐU1ミJH'.... i三I二場長心イ企業管理に1i1J /~J 

li~終点任士 iえ .＇，こと士以として排除するも山ではな

かーた L, 二二｛｝そも労働f干の企業＂？＇ 1'.flJ!-・,J1参加山

形態ぷいし機構i上司 実；tさ士さまでありえたのて

ある。事実う革命後の各時期によ＇／ ・：..も，それは

呉江っている。 また、たとえばゾ連しりぬ4白，企業

管理の方式は，戦時共産主義干‘の「労働者統制J

から，「合議制」を経て， 「単独責任市IJJへと大き

くノ変化してレる。 そこで， まずこの1変化1｝）；志I，！去を

知ることが、 本節の課題に接近アるための一つの

基本視点を与えることに伐るであろ行。よそしJてそ

れには，苧：命後び）ソj主における労働組合の性格あ

るいは機能をめ〈る論争を想起J-る必要がある。

周失pen1うに，十月革命後のゾ連において，ヅド
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レノI IJ アート独裁ー1~· の労働組f干の基本的性格、 」

び）主要な機能がし、かにあるべきかをめくって， i激

烈！な論争力、；たたかわされた。なかでも， J9'..'0年か

じ＇..＇I"Fにかけてのし、わゆる f労働組合論争iit, 

i労働行反対派 jの名前とともに、 ボルシェ i'f( 

キの「党内闘争史jに深く刻r:pされている。そこ

での＇］：要 h論点は次の点にあ.，た。 ［組f，の主要

/(f）知Eは， :"ti＞正を刺激することにあるのか，それ

と｛，付l{,仕の直J表的で部分的ts.利害を守ることに

ふと〉のか土 L、う問題，組A'は労働古を動員し組織、

jふにあた， f【，強制的方法によるベきか，それと

ι4.ず yifr,1’I rl-1立；，＼，；；を長んじるん！ttによるJ、きか
と十九問題， ,'.: r'，仁志ll合は政策／1¥J題に J 川、て同家

かん百il千i'＇＂：’乏ける J ごさか， それともある程度のおi

Jλド11:≪!f:J':dーパきカ‘という問題J(/1 1 ）がそ;fI ・e:あ

るむそして， こit.－，（｝）題題に；はする見解（｝）十tl速に

上〉：一，次のこι.) （｝）グループが~まれた。 ヅj0)./;i.M 

にはサンジカ I）えト的［労働者白家j観に立ら，

労働組f干のし、かなる政治権力への従属にも反対す

る労働者反対派があり，他方の極には労働組合の

I 両家機関化jを極端にまでおし進め， i労働組-fr

dと生産総合に／）くりかえること」を要求するトロ

ソキー＝プハーリン派があったc後者は‘工業労働

百ーがソヒマヱトlt:1家全体の利害とは月IH二独立の労｛助

組合による保護ι立、要とするような利害をもつこ
とはありえなャ， という想定に立つものであ，〉た

（国民経済全体判官；理権を労働紹介の手に集中すベしと

し、う点では，i両派に見解の相迭はなかったυ，.i,n恨のお1遣は
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ミれを労働紅白がソピJ＿ト権力および党に従属すること

によって行なうのか，それとも独立に行なうのか，とν

う

論的な一貫i性よりはむしろ実践上の便宜を？考慮し

てラこの両派内見解を任定したとヤわれる。労働

組己主を無党派の人守の支配に委ねる（労働管反対派

の主張を認めるとそうし寸危険があった〕のを:a定す
ると同時に， 労働組［；－n「国家間基！化Jiこ反対し

た。レーニンによれば，労働組合は，「国家権力の

貯水池，共産主義の学i夫、経営山守：校j であり，

それは強制の機関ではなくて，覚と労働者大衆を

結ぶ環でなければならなかったっ

ところで， Zれらの各派の主長の意味は，当時

の政治・経済情勢と切り離しては理解できないで

あろう。そごiした背i止において什みそれば怠味を

もちうる。

労働組合論争がもよ〉上ぶったときには， なお戦

時共産主義の制度の経済的前提 iごいあったが， 国

内戦の最悪の危機はすでに脱しており，労働戦線

においてもほ日経済的他の分野とおなじ上うに，

緊張がたえがたくなってL、るとし、う徴候を示しは

じめていt二！日、われる。 しかもこの論争後 I年も

たたないうちに，戦時共産主義が放棄され，ネッ

プが採用された。その三とは当然労働組合の地位

に影響せざる合えなかった。

戦時共産主義のもとにおいては，労働組合と国

家の関係tし あいまいさをのこしたまま深刻な対

立にまではいたらなかった。というのも，この時期

の労働政策は，戦争遂行のために労働者を徴集し

て，もっともさしせ支 －） え必要さのある場所へ派遣

するという問題であって，労働組合はこの政策を

もっとも有効に実行寸るための辺見であずPたから

である。ところが国内戦が終わるやいなや，重要

なif(；：策決定か労働組（；と圏家機関のいずれによっ

てなされるべきかどいう問題が生起するのは不可

避であった。しかしネップが採用された結果，「私

的企業の許可と公営事業でのホズラスチョートと

いう新しい条件のもとでは，腫用者に対して労働

行の利益を守るとしう労働組合の義務はあいまレ

0を残さないもののように忠われたので，組合吉

岡家に編入しようとする運動は， そのもっともら

しい正当化の理由を失ってしまったJCil 2）。した

がって，いまやトロッキ一派の政綱（労働動員政策

合会め〉だけではなく，労動者反対派の主脹もまた

時代おくれのものになってしまった。かれらは，

賃金の平等化，現物給与などの戦時共産主義のも

ザとも極端な財政経済政策の支持者であったし，

より根本的には労働組合による工業生産の統制と

いう主張そのものが，経営管理者や専門家の存ti:

が比重を増すネップ下にあづて，現実性を失った

かにみえたからである。

地の三派の政綱に比して， レーニンに代表され

る多数派の綱領はネップ期の労働政策にうまく適

？干しえた。レ一二二ンの起草になる 1922年 1月12i I 

付の政治局決議「新経済政策の諸条件のもとでの

労働組合の役割と任務についてjでは， ネップド

において労働組合がある点で資本主義下の組合に

似た地位を獲得することを認、めながらも，労働組

{tの基本的性格，機能については，先の規定と相

違がないように思われる。ただし，ここでは次の

事実を指摘しておかなければならなャ。すなわち，

レーニンによる「共産主義の学校」，「経営の学校」

という労働組合の性格規定は， ネップのもとで労

働組合員が急激に増加しく1922年の第5同労働組合

評議会のときの450万人から 1926年には875万人へ〕，そ

の多数が農業労働者や季節労働者であった〈生産

の回復・発展につれて産業労働者も若干増加したが，そ

れらの多数は農民のなかから徴募された〉という情況
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において， ますます墳要な意味をもっにいたった

i並に党また労働組合の｜玉j家からの洩立が，、－ L 

－ー ι一，

による労働組合の中央組織の統制と中央組織によ

る何々の組合に対する統制を緊j要なも (1_）どし， 現

実には労働組合がむしろそれに従属する形で，党・

闇家・労組の三者の単一権力体への融合がおおい

に1'11］進したとされている。 し治、 Lラ ネ・リプに続く

らカ年計画の実施とともに， ネップ期に認められ

fこ労働者の手リ益擁誌を労働組台、ハ基本的，t機能と

すること（すでに形骸化してはいたが）が首定され

る土とlこhり， それに代わって， 労働生iftd!J:ーの向

[-j）よ労働組f；－の中心的な任務とされた。 そLて，

こうした労働組合の性格および機能の変化に照応

しい企業背理制度ゴ｝面でもラ l'i'.!0年以降「合議

制」から「単独責任制」へと漸次移行し， それに

'. l】なって労働組合，；，企業管珂への参加は大幅に

｛討さする；4レ／℃る。

それでは， 中国においては労働組合の性格や機

能μどの上う Jこ考え九れていたごあろうか〉革命

戦争の全国的な勝利と並行して進められた全国的

ふ’1S働組台他織の確立に際して， 中国 ソiiliiこお

ける労働組台の性格規定や機能が参考とせられた

のはいうまでもないが， とりわけネップ期のそれ

がしばしば参照されたのは， 決して理件j：／）ないこ

とではない。 当時の中国の政治・経済情勢には，

多分にネ、pプ期のソj主に通じるものかめ，yた。

「発展生産，繁栄経済，公私兼顧， 労資両利」と

いうのが新民主主義の経済政策の基本原則であっ

そこでlま生産の復興が至上命令とされ， 軍ム7こが，

営企業の存続が大幅に認められていた（1949年の全

国大型工業の：t産総額のうち，社会主義的思＇！：：工業の占

める比重は41.3%）。また旧官僚資本の没収になる公

営企業におし、ては， 民主改革による企業内での労

働者権力の確立にじ多くの障害が横たわっ亡し、た
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（後述）。しかも，新民主主義の段階は，新中国成立

後も/J・hり長期にわたっと継続するものと一般に

信じられていたのである他3〕。このような情況下

iこあ J ' C；ま， 労働組合の主要な機能の 4つが労働

者の利益擁護にあるとされたのは当然であろう。

労働組作法（19川 ¥j）はその点に関して次の規定を

おいCL、る。 「労働組合い労働者， 職員大衆山手I]

益を保；獲し， 行政方面または資本家側が適切に政

府法令に；完定されどし、る労働保護， 労働保険， tt

金支給基準， 工場衛生および技術安全規則ならび

にその他の関係条令，指令な立を実施し， か／）労

働者， 戦員大衆J）物質生活および文化生活の作極

の施設の改善を行なうよう監督する責任をもっ」

（第7条λむろん労働者の利益の擁護といっても，

公営企業の場合と私営企業の場合とではその意味

が異h’3 私営企業においては，資本主義国の場

合と う（資本家による搾取は人民民主主義独裁のも

とで厳しく制限されている）とはいえ，労働組合が資

本家cl>jナ口元に反社L, 労働百一の利益を擁護する機

能を果たすのは当然といってよい。 しかし公営企

業にレ曹、ては， 企業は全人民の所有となっている

ので， 搾取関係は存在しないはずである。にもか

かわらず公営企業の労働者の利益擁護がうたわれ

なけitばならないのはなぜか。 それは次のように

説明される。第1に， 過去から引き継がれた劣悪

な労働条件は一朝にして改善しうるものではな

く， 労働者はなお不利な立場におかれているから

であり〔主4)，第三に，企業管理当局（［行政方面」）

の宮iJ:L主義的誤りからくる労働者の利益侵害から

労働者を守らなければならないからであるほ5）。

後者の場介には，レーニンの次の言葉が妥当する

であろう。「経済機関の誤りとゆきすぎが，国家機

関を守僚主義的にゆがめることからでてし、るかぎ

り， これを絶えず是正する義務が，無条件に労働
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組合におわされているのであるj(IL ti）。

とはいっても， 中同においてi主，労働組合が政

府（行政機関）ヤ党tこ持して独立の地位全保持す

ぺきか否方、とU、ろような三とじ（まとんど問題にな

りえなかったように思われる。ましてう労働組合の

手にすべての経済管理権を集中するなどは論外で

ある。その理由は次のように考えてよいであろう。

中国；こtiI，、てii，労働運動の沿｝(cがら［て，共

産党と労働組合の緊陪なあ＇i合紋必抗的であったよ

うにみえらu 中国で：t共i主党の結成と近代的れ労

働運動の発生がほぼ時を同じくしており（いずれ

の場合にも口シア革命と五・四運動の影響は絶大であっ

た〕労働運｝坊は当初小ら共産覚の指導d汁〉とに展

開されて.＼1こ。そのことは中華全↓1J格工会の｛候変

Eみれば川らカeであぷ。そしご，三九と対立する

ような指導理念や政桁勢力は， け什きょくのとこ

ろ，労働組合の組織内で大きな影響力をもつこと

ができなかった (ii'7。国民党系の組合は，既存の

組織内でc＇）対抗勢力にはどうていたうえ f山、ため

に， これと対立する組織として強稚でも d yて！：か

（）っくりあ：fら札たものである l 共産党と労働組

合との緊密な結合の一端は，労組指導層の人的構

成からも容易に知ることができる。第6次全国労

働大公で選出さllた陳雲，李立三，回！寧 A などの

中華主国松工会の指z尊者J主は， ぃ；三れも古くから

の労働運引の和j尊者であると同時に， 有力な111参

党員であ y た。しかも新中国成立後は， 中華全国

総工会の一部の指導者は人民政府の重要ポスト

を占めることになり（陳雲は財政経済委員会主任，不

正f：三は労働部部h:），二こ仁，党と労働組合。結｛t-iこ

政府をも｝Jllえた三者の一体北j;＼み人れる。たどし，

どの竺者の結f干し， その沿革をたどれば辺区にお

いてつとに実現されていたことである（三・三ffjljの

実施もこの事実を否定することにはならない〉。辺区に

おいては，労働組合の存続自体，辺区の存在，す

なわt，軍事力を背景tこした革命政権の存在を前提

しごU、たことを思えば， それも不思議ではなヤ。

そして新中i芳成立後は，労働組合員の多数は｜日国

民党支配地区の労働者であったが，労働組合の最

高指導閣はほとんど辺区出身者で占められ， した

がってまた覚・政・労組の三者の結合関係は，そ

のまま新中国にもち越されたと汚えてよヤ。カIIう

ふにfir:.政・労組の竺者の結合， ことに後二f'iの

それを末端において必然化したいま一つ別の事情

があった。すでに前節で明らかにしたように，都

市解放に際して，企業の接収・管理と対労働組合

[fl:iよ，軍事代表および各工作総の指導のもとに

i：からl,i］時に並行して進められた。その過程で，

いわゆる行政工作と工会（労働組介）工作が相五に

協力しながら行なわれるのは当然だとしても，阿

者がはっきり区別されなければならないのはいう

セでもなヤ〈生産の凶従・発展，企業機構の調整，業

i完に関する対HI］・制度の制定などは前者，労働≪の賃金，

協同厚生，学Wt，娯楽などに｜現する事項は後者として行

なわれる〉。ところが実際の工作の展開過程では，

この両者の区分ははなはだ不明確となり，少なく

とも労働者の目にはその相違を識別できないこと

か多く， ひいては労働組台の指導機構と企業管理

、ヨ局が同一視されるようた事態が生じたといわれ

る仇8）。とうした現象は，労働組合工作を含め対

労働者工作が広義の接管工作の一環として行なわ

れた以上， ある程度は不可避であったとし、ってよ

いのではあるまし、か。

ともあれ，中 F~lにおいては，党・政・労組の緊

結な結台は，新中国成立時にすでに既成事実にな

っていたのである。 しかもそのことに対してほと

んど疑問がもたれなかったというのは，一つには

ソ連の実例がなによりも有力な論拠になりえたが
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りして全面的に協力する義務を負らととを意味す

それ以上に問題なのは，しカ、し，ること lこえLる。

それがすでに

］宅論的にも解決済みの問題であず Aた三とを意味［

ている。

とし、うことはまfこ，ノ－ --L 守加、
レ〕じタラ〆）つ刀ゐ，

それによって労働組合の全体がいわば｛同家機関

なぜなら，「労働在の長期的

ふ利益が生産主体の向上と密接に結ばれてし、ると

することである。いし
F
5
4
E
 

もっ（:fら＇）1・1勘定！［

（了が「世と労働庁大よ殺を結ぶ紐帯」であり， i共産

主菜，.IJ守二十よlであると Iるレ一二ン山性格主見定を

党と労働組合の関係は，ます，

はず子易に百定できたU‘であろうが 労働組｛iの

政：1'ir.t，どんな主要ふ問題iこ－ ）し、ども，社会主義的

し、う命題がい－) t.こん承認せられるならば

この,rt絡規定説明され亡L、る，！）｜「目寸ることで，

労働組合か独立の存在であとふ日）：支：長的 ！J ＇.~1）果 ！， 通，

他のf11JJn,,1，こ；；；-） てi弘氏経済を建設すらとかう、克；山指導か「》ことを形式的には容認し江均￥らも、

物iこも優先；一るは的にずOJtilする政府の政策から離離れ〈労組IJ・ 'i:lU'J 0）主張をするというようだ余地

Jしること；土できよLv、であろう」（iii/I）カミらである。党 ξヴ］fi動をlヱとんど政さなL、しのにして L';:, ¥ ', 

iJ会主義（l）労働組行が半公的機関なし、し

むしん準ltcl家機関としてのけ：絡を千f-clることは，

./ ノー－
l‘、 l’J 一、、一，あふL、；上主：j"j°を:iE''Hヒした点にあ〆｝

たことは否定むざす川、どi＆われるc

;J：に労働組f「と行政機r.1t1c企業？？服、＇1）”Jι；＇；；d,) 

II'• ' 。l二ノAmil i:i' J）市1 「！，

それは労働組介「lIりlのこととさjlるlニUヅこるが，

における生産主義の論翌日的な帰結である土ヤペて先述L／：ニ工りにヅj働組ど＿＇）院l/fl二d ) L、てL、よ；工、
L 、..♂》ー， v

,J__ 」、~－ (Y)〆》つ。｛~；二世済機関わ官僚主義的偏向を比一 i下一寸 ：（， 機能か

品約1,,Al て L 、る以上、労働組合の：／£~＇： Id 出家機関 この生産主義が労働組てれではc!1IIJにおし、て，

｛，のぷi円切＇）！け、し諸任務のなかでどう位置Jjけさ、／' －ー’！
三－ I》i1',化｜（士j壁けんれなけれlf なる支レ。

わfこくしが先Iこ指

J寵［た新民主主義段階の労働組台の主要な機能の

. -）であみ労働古の利益擁護との関係，t?

ことに，れていたであ乃うかりこの上うた機能をも ~J;lh （労働脊連におむ、cl,司

たとえば汚時の中華全国総工会規約（1943今）ペ〉

労働組合法（l照的）などにみる治主ぎり，両者は並

し＇）f:i]!i在擁＂をカム労働組 （，のお l約機能と Lて1認めら

れ〈いたのは、手、p F其tJだけであザ I-c，しかも："I時

で主えそjしは多分に形骸化してL、たのであと日 o そ

そのうじのし、ずれがよ石1J1切にあっかわilノており，

3たとき，

jしに代わ－ ＇て〔とい｝ても完全に ／？，とされたわけでtt 

tc ＇－切り労働組什川；－\ftlJ の基本原則と－~ ,llた仰が＇＇）j

Lて私営企業の存続が汗されなく江

りii(悦されなければならないというような規定は

労働組（t法は先iこ引用した労働者の利益保一長戸 、－ /J、、、〈II寺に生産主義＇－：： U・Jっ：fれど同生産性［r'Jjlでふりう

生産主義に関して次の規定を誕のl党定とともに，すたわ七、 そこにiどずでト二NHf-d',l;lf系f.tL、。〆－， 9〕.. 

いてL、ゐ a f ＂.）；働ぢ，職員大衆が新 LL、労働態度山｛1，しないし／｝でふる点、「〉司長期的になた均台iこi土、
労働規律をと守り，生産競争およびその:';:Ti'(（ウ：l,十1；十〕 t；’！1f:fii）生産性のr,,JL：てが労1t:, ,t .1）充M,

生産，n-両他の生産運動を組織することによって，労働組台活動；土生産の発イ約百九／〉耳円利益である？

また組織するjの完成を｛呆託するように教育し，とL、う σ〉がそ肢を詰1に脅えなければならよ仁い，

「私営企業内では，労資両手lj政策(Zf'; 9 ；｛；（：）.お2項），生産の発）廷にlf[-t主主れであと：， 0 ャう主でもたく，

また生産を妨害す

。行為に）〉ι｝，l1 る［（同条第4項〉υ しかし， ;li際iこ
政府iK'¥''i'1こそむき，をi主fj-L,f壬J士ft:,,n：土企宅管理当局（］民l¥.ll走）であるカ、 L匂〉、

そLり二と；tiL勺i二し ζ1'.'!i品ヂ！
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は、 生躍を労働組合の任務の首位におかなければ

ならないという方針は，すでに楼管工作の方式の

確立と11寺を同じくして確立されてL、た七のと思わ

れる。 1948年1月，革審北兵工会議の決議中で劉少

奇がそれを指示したといわれる（土11＼ただその後

も繰り氾しそれが主張されていると三ろをみる

ι それは容易に末端にまで撤底しなかったので
あろう。 1949年7月以後の 1年間の労働運動の総

括によると， この聞の労働組合工作の長大めr＆果

が、 「工会工作面向井：産J(iH2〕〔労働組作工作l土生

産ととり組もりの方針がはづきりと確立され，し

だいにi;ti/izされらようにな Jたことだどいってか

るけ13）。土のII寺保でlt，生産をり）ぱにやる三と

が労働組合のいっさいの工作の中心であって，他

の仁作ttずべこ L、かiニすれば主産をう主くやれる

かという閥点から出廷すぺきであると·.~ll，てνる

CiL14）。やがて国民経済の復興期を経て，第1次5

カ年計画が実施：と移さ九る過程で， 労働組合の生

産主義』れ、っそう強化される。 1%3年【乃「中苓人

民共和国工会章程JC先の総工会規約の修正）は次の

ようにいっている。 「中同の労働組合の国家建設

時期のもっともf主要な任務は， fーなわら労働者階

級の団結1"，：：強｛じし，労農問盟を強固にし，労働者

大衆がみずからすすんで国家の法令や労働規律を

尊毛する上う教育し生産の発展に努め，不断iこ

労働生産性を古める三とであり， ｜司家の生産計両

を達成あるいは趨過達成し，国家の工業化を速め，

逐次社会主義社会へ移i子するために闘争すること

である・...J （前文）。

こうして中国では，労働組合活動の基本原則と

しての生産主義f'i, すでに新中国成立前にこれを

認めうるりやがて経済建設が軌泣iこ乗るにつれて

それはより明確にされ，強化された。したがって

ソ連の場企とiu、なり事情，U異なφと，n、ぇ，生

産主義が労働組合の「国家機関化」を正当化し，

あるいはそれを促進した事実は否定できなヤであ

ろう。

どころでソ速においては，労働組合の「国家機関

化」，およびそれと並行して進行した党官僚を頂点

とする巨大な官僚機構の形成と裏腹に，労働者大

衆の企業管理への参加が大きく後退したのであっ

た。それでは，その点中国ではどうであったか。こ

の！日jいに存えるには，次J夏以下の究明をまたねば

な1＇，なヤコただとこでは，労働組合が生産主奨を

介して「国家機関化」することによって， 単に上

から与えられた生産の任務を忠実に執行する機関

と化するといろ、 かわば社会主義の労働組合は固

有の矛盾の存在をまず確認しておく必要があろ

う。とU、っても，本節の課題を究明するためには，

む九んそうした視点だけでは十分でない。たとえ

「労動組合が労働者大衆を組織し，動員して，国

家の生産計画の達成支たは趨過達成を保証する神

聖！c責任を有するJC，•ド華人民共和国ヱ会章程J, 1953 

午〉としても，一方労働者の側からすれば， 労働

者は単に上から与えられた生産の任務を遂行する

だけでなく，企業内の「主人公j として，労働組

合その他の機構を通じて企業管理に参加し，生産

計画の作成などに積極的に関与する権利を有して

し、るのである。えとえば労働組合法（1950年）ば，

限定された内特のものではあるが，次の規定をお

いてし、る。「国営および合作社経営の企業内では，

労働組合はそこに雇われている労働者，職員大衆

を代表して企業管理に参加し， また行政方面との

間に団体協約を結ぶ権利をもっ」（同第5条〉。した

が〉て， 少なくとも生産の面で労働者大衆の創意

と積極牲を発揮させるためにどのような措置がと

られているのか， ことに理念として認められてい

る’y；働者大衆の企業管理への参加に現’支にとのよ
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うな制度的保障が与えられているのか， そしてそ

の点、でソ連とはどういう柿J室があるのか， などの

点；こ－) 1,、什食百干しごみる必要があんう。 ぞれ土r,;J

H寺iこ， おそらくより重要I仁三とは，ソ連におレて

党・政・労組GT ）結合 iこ上 1 てもたらされた i•.大々

官僚機構の形成が，労働者反対派内敗北に示され

るようなl世史i品陀と不口J分であると j,lt（工， 中［時

においても，労働組合の［出家機関化ji't'J.f見象，

あるいは生産主主主のも d人吉［去を，不命の歴史過程

におL、てJ巴揮し なければ／（らないとい 7ことであ

る／とすると， たとえ中｜斗では党・政・労組わが；

ifや労働組台における生産主義が；」；中［；c]fi-1足、工前；l二

d、められ， ,tた労働者の企業官辺iノ、の参｝JIIの将1¥fl]

が都市解放iことも t,:－，て上から与えられ／三（ロ乙

γ不命と対比するためにあえ亡単純化L:-＂、う江 Fバわ

としても、 問題は，そろした権問が、その後部di

革命か末端にiT¥:7えし様化－1－る過程で拡充・強化3

htこか否かということである。いろ土 ci, fr_くそ

れ；t, "jil寺山中Jl;.c'It¥¥Tti工作主体どかかわる問題

である（企業行聞の改革の究阪のII際ぷH：術庁全も台，＇／）

k業幹部と労働貯の1/lJしつ「：，I業j (I）廃棄におかれろと L

ても，ここでの同点

、さ -;:-, 以上で本節の課題に接近するための広本

悦•＇..Z を明らカ刈lこしえたど思う。 次i二宮本木ーの課題

に立ち返るにあたって， 長初に労働者の企業管理

へ川参加じけための機構なし、し制度につV、て概観し

::-J；こう。

2. 工場管理委員会および工場労働者機累代表

会議

析中｜司の発足に際し亡， いわ；王臨時；，fW：、ともい

うべき「中国人民政治協商会議共同綱領jl土、労

働1tの企業管理への参加について次の規定をおし、

たー 「国家経常の企業において， 勺面円時期にお

いc:t労働者が生産管理に参加すら制度を実行し

80 

なければならなし、。すなわh，工場長の指導のも

とに，工場管班委員会を設けねばならなし、！。国営

i；誌における労働背の企業管理への参加のための

機構としては， このほかに工場労働者職員代表会

議er仁廠職工代表会設j）がある。

以上の二〆〉を狭義の労働者の企業管理への参加！

の機搭とすれば， より広義に解すれば，労働組（t

そ（I）ものがそのための J 〕の機構であるとし、え

あ。先述したように，社会主義の労働経｛，IJ；準［1,J

末機関的性格を有するのは当然だとさjL-C 1, 、る

か，どヤうことは労働経fr-A体が一つの企業管理

機関f向性格を布Lているとし、うことにほかならな

い引 I＂）》労働組 ftの組織内では，労働ずは次のよ

う／仁組織・手続を通じて企業管理に参加する（た

だLi計！ド国 IJX:立II干てeあるのしかしその後もここに，；－~した

かぎりでは大きな変化はかぜウハまず労働組f'r法 (1950

{j.) （－：上れば，「国営およひi{t作社経営の企業内で

は， 労働組f干の存在及組織はその同級の企業管理当

}nJがに会委員会，組合員全体大会， :1.たは代表会

t誌にむし、て工作報告を行なうよう要求する権利を

もん，またそこに雇われている労働有＼職員大衆

を代NL, 同級の企業管理委員会または企業行政

会議に参加する権利をもっjf第8条）。ーヅム生産

,H-l由｛やその他亘要な問題は，正式の機関で決定す

るらなに労働組ftの紐識内で卜分討議しなければな

らなし、とされている（.十lへそれは企業内の各級組

織（ぷ民委民会， J利用〈現場〉委民会，工会ノト経〉で行

かわれるだけむは江く，上級山各級工会も当該部

門内＇ic::ilf一三ii出rr,1）打：成に参加するほかmm,Jri｝級の

行政機関と緊密な協力を行なうべきものとされて

し、ζ》CUS）。

このように，労働組合組織そのものが，労｛税者

がそれを通じて企業管理に関して発言する機構と

して車要な忌：l去をもってャる。 しかし労働組合の



企業管理機関的性格は，先述した労働組合の生産

主義と深くかかわっており，企業管理当局に対す

る生産協力といった色彩が強い。これに対して，

先にあげた二つの機構は労働者の企業管理への参

加を直接の目的としており， したがって都市解放

後の中共のそれに関する政策もこれら二つの機構

（ことに前者）の設置および強化を中心に展開され

ている。以下，焦点をそこに絞ることにしたい。

工場（または企業）管理委員会は（注目），工場長，

副工場長（または支配人，副支配人，以下単に工場管

理委員会または管理委員会，工場長とする），技師長（ま

たは主任技師）およびその他の生産責任者（以上管

理当局側〕と，これと同数の労働者，職員代表をも

って構成される。通常5名ないし17名よりなる。

このうち工場長・副工場長・技師長および工会主

席を当然の委員（工場長は管理委員会主席〉とし，管

理者側のその他の委員は， 工場長の指名に基づい

て上級機闘がこれを決定する。労働者代表は，労

働者全体大会または労働者職員代表会議において

選出される。なお， 大工場においては工場長，工

会主席および管理委員会互選の委員 l名からなる

常務委員会を設置し，管理委員会の決議に基づい

て日常的な工作を協議し，処理することができる

ことになっている。管理委員会の任務は， 「上級

の企業指導機関の規定した生産計画および各種の

指示にもとづいて， これをその工場の実際情況に

結びつけ，生産および管理に関係あるすべての重

大問題，たとえば生産計画，業務経営，管理制度，

生産組織，人事上の任免，賃金福利問題などにつ

いて討議決定し， また定期に工作の点検，工作上

の経験の総括を行なうことである」。管理委員会の

決定は，工場長の命令という形式でこれを公表し，

実施する。それが工場の利益に反し，あるいは上級

の指示に適合しないと考えられるときは， 工場長

はその執行を停止する権限をもち， また緊急の問

題で管理委員会が開催できないときは，工場長が

これを処理し，委員会の事後承認を求める。一方，

管理委員会の多数の委員が工場長の執行停止や報

告に異議のあるときは， その旨を上級に伝え，指

示を仰ぐことになっている。以上要するに，工場

長の権限は， いっさいの工場に関する重大な問題

の最後の決定権をもつものとされている位加。な

お， 軍事管制期の軍代表および企業内党支部と管

理委員会との関係についても一言しておこう。軍

代表は管理委員会の当然代表であって，常務委員

会にも参加するものとされている。工場長は，軍

管制度を尊重し，実施するために，軍代表の意見

を十分に尊重すべきであり，重要な問題について

は軍代表の同意と付署を要する。また軍代表が工

場長の最後の決定や管理委員会の決議に異議のあ

るときは， ただちに上級機関に報告して指示を仰

ぐことになっている。つまり両者の関係を簡単に

いえば， 「軍代表は，軍事管制機関を代表して工

場に対して生産監督を行ない，工場長は，生産監

督の下で全工場のいっさいの生産に関することに

ついての全責任を負う」ということになる（注21）。

一方，管理委員会と党支部の関係はあまりはっき

りしない。工場長，支部書記，工会主任の三者で

もって常務委員会を構成し，常に緊密な協力を保

つべきものとする『東北日報』社論（注22）もあるが，

実際にこれがどの程度行なわれたか明らかでな

い。ただ初期には，「党委員会が行政工作を一手に

引き受けてやってしまう」といった現象がみられ

たほお）というが， やがて企業内での党の任務が政

治，思想、面の指導にあることが明確にされた（注問。

ところが，実はそれは，「生産責任制」＝「一長制」

の確立（後述〉と表裏の関係にあるのであって，党

の生産行政工作の指導を否定する結果になったと
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されてL、る

次に工明吋f10J昔職員代長会誌（以Tf¥':1：会誌と上

Aつであるが唱これは2no:f，以l：の労働者（および

lfiiffl_,以 f'tr,J政〉を行する国営企？とにおL、て組殺さ

上る。 200 名以下しり場行；こは，モi~工場労働言・職

司の会議がそれにかわるご代交の選出は， 11--1!:lti

部門の本l;tJ組織（生育rト也生；行1Ucど）に才れ、て一

行なわ.t1 , 件代J之：士そ，／）代表す日る労/fJjJ：・月故良仁

iJ'_(tl)!責任を~うものとされているr 代丘二三l芯；tf~f 

Jj¥L安江主のw;r;:r）恥＼］［7., お工びそれにーパ、ての：；、；

晶、 工：t,;vl11：理J軍d止にノ川、ての／Hーたを行ない‘ か

，・）管理委民会に対Lて批判，建議一！と：、J 代友会ぷ

の決議；工‘ 管理委は会の求認を経て， [J｝｝長が命

令をむ..，て公夫したのf「Jで行ければ効力企ノ＇l:じた

L～「工場労働者職日代友会議引に r-f仁：！ ) ; ）工Ji,;

(T）労働組frf旦；設の代表者会議であるム、 Lたが pて

労働祉合の主.foに［りする代表会誌のifと1t:it，すべ

てその組台F)-i：会：委：1会（J

行する誌訪士；tし、， と級の組｛；－のiJと＇／

！時手にそのiた7主を珪；玄：し亡；:tな（－， ！仁L、とさJl，てし、

る。労l効祖台と三、＇）代友会議 ，1）関係に.) ＇，、 Cii., 

ti'l可児明を可五 十る。 そleiこは 7主すi1'1iHiR-r；；党問L

た労働首代 ）；＿会議（「工人代表会設j)とここにいう

代友会議の問係を叫らかにし江ければ／仁らfぃ、

労（長i汁？代表 , ~l でに述べた上ろに、 ｝1 ｛~i/1t艮

frif{riil会選出｝）母体であるを同時に‘企：交の践wz.
管理に際して－；t'.7）役叫を果たす，＜ ＜期待されて

いた。ただ’た際に（士、 それは単なるヴj;Jry組合準備

会のi宝ii＇，母体であるに寸ぎわ J弘行がタふったど店、

われる。主たそうでないJ~ 合にも、 -f\::1:cそれはJ長管

期におけるiRi底的t；機構であるとみfよされてし、た

と，.，、ってよ L、であ7.， う（上からの接収と下からの大衆

口i>'d1iびつける長良の札iQ~形式入しかし，そ jしか

工j品管理委口会のιどで労働？？の金？と菅原へのきー
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加のための機構として機能するとすれば， それと

はりljに丁今場労働者司職民代表会議を組織する必要は

ないっす＊＇ 名称は｛Ufであれ，労働者代表の会議

が， ・｝；で工湯管理A委員会の指導のもとに労働者

の{i:主管珂への参加のための機構として機能し，

他方，労働組合/J;If：式iこ成、工するまで紹介民代友

大会に代わる役割企果たすといったこ土が行なわ

れていた人しい （ii "Ii）。そのj暴行には，労｛助組合の

成立によマJて｛走者の機能は失われるが， その後；土

色っぱら前者の機能を遂行するための工場労働者

職民代表会議土してそれは存続するとし、うことに

なるつ以上のような経伶かんして，工場労働者‘職

民代友会議の初期には，労働組命日でない代表者

もいれば（ρ271, 代友会議に上 r ) -c代友される労働

芦 f J）誌の全労働？？）のう七組f.U数が半数iこi圭

し！：，L、j：易fH）あ－.，た上うであるいl川。やがて，労

働者c')大多数が労働組（tに組織されるに及んで，

[ 1:J見労働苫職民代夫会議とit，すなわお工場の労

働組合組織の代交？？会議であるjという規定が根

拠をむつことに／ζpたの t,！.よみに，組合員が工場

の全労働長ーの半数をこえた場介にのみ， 労働組f'i'

の委nc「工会H1.J）を代表会議の当然の代表とし
てよL、とさjL C し、る（仕29）。

ζJ号管理委員会お上び工場労働旨職員代表会議

の限時t.i:いし制度の概要は以 iの左おりである

が，それではとれらの機構は実際にどのように運

汽され，機能しf二でもあろうか。

後liーについてはきわめて資料が乏しし、。おそら

く労働組合機能の」部分であり， その任務の一端

をになうというくらいで， 独自の存在としてあま

りif｛祝されなかったのかもしれないc そこで前者

について「天津r(1紡〔：I'国紡織建設公司）三廠」m:mJ

の｛付金j井ることにしよう。

天津中紡三！阪で I9,J9If. 1 Ji 25 l I i二成立した第 I
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期の管理委長会は， 】；手前の宣伝，教育が十分でな

かったために，選出された労働者側の委員には宋

熟練労働者が多かったといわれる〔ここにも“上か

らの解放、，の実情の一端がうかがわれる）c それでもこ

の期の成果として，労働者の政治教育のほか，工

場退出時の身体検査（「捜身」〕制度の施止（労働者

の「主人会jとしてのi'J党をまって初め E可能である〉，

熟練労働苫を抜擢し責任ある地泣；こつけたこと，

車問検討会を設置して労働者，職員聞の関係の改

善をはかったこと， さらには生産互助小組を設け

て大衆の生産についての意見を吸し、上げたことな

どがあげらルている。 この時期にit，むLろ管理

委員会が本来の機能を発陣しうるための諸条件を

っくり出すことに重点がおかれたとみてよいであ

ろう。 G月16日の改選によって成立した抗2期の

管理委員会〈この報去の時点までに12~~開催）では，

労働者の合理化提案を多数とり上げたのが著しい

特色であるとされている。また g）ヲ gれから12月

までの ＇） ゴう 9回の会議において討議さわJた事項

および件数は次のようであったという。

諸技術管理人事福利記の剖主主

5 9 54 12 13 6 99 95 

内容の詳細は不明であるが， これによってもお

よその傾向をうかがうことができるであろう。

ここで私営企業における経営参かの｜可題につい

ても簡単にふれておきたい。むろん私滋企業にお

いては，労働者の企業管理への参加が権利として

認められ Cいたわけではない。しかし，労資双方

が生産計｜由1やその他企業管理に関十る諸団題につ

いて協議会を設置することは望ましいことだとさ

れた。初期のそうした機構としては， 北平私営大

華窯業公司の例【注31)がある。支配人（「経埋J）を主

任とし，労働者代表の参加をえて瓶詰管理委員会

を組織し， そこでいっさャの生産・管理・人事異

動・賃金・福利事業についての討議・決定を行な

うほか，会社の経営状態を完全に公開し，管理委

只会で討論するとともに，管理委員会の下に労働

者代表も参加した「審核組J（監査〕を設け，常時

検査したといわれる。しかし，そうした機構が

「労資協議会！という形で法制化されるまでには，

なお暫時の試行錯誤の過程を経なければならなか

った。翌1950年2月，全国総工会生産部の羽集し

た16都市総工会生産部長の報告会議で，労資協商

会議を労資問の各種の問題を処理する恒常的な組

織とすることが定められたen目。

労資協商会議は， 50名以上を腫用するする私営

企業において設置しうるものとされた（50名以下の

場合は具体的な事情によって決める）。労資同数（通常

2～6名）の代表から構成され， 団体協約の締結，

生産計画，労働条件など，協議事項は広範にわた

る。双方の一致によって決定される。労資問に紛

争を生じたときは紛争処理の手続に従う。要する

に「労資協商会議は労資双方が平等に協商する機

関であり，企業経営や行政管理の責任を負うもの

ではないjt日間。

労資協商会議の機構の普及がどの程度』こまで達

したか明らかでない。 しかしこの制度はきわめて

短命に終わったようである。 「五反」運動以後，

「工人生産維持委員会Jや「増産節約委員会jな

どの組織が多くの私営企業に生まれたとし、うが，

これらは労資協商会議とは全く性格を異にし，労

働者だけから構成されるか，経営参加という形式

全とるかの相違はあるものの，労働者が企業管理

に対して直接責任を負う組織であったといわれて

U、る（庄34】。

3. 政策展開通謹

新中国における労横者の企業管理への参加の権

83 
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作業検査および商品検査を実行すること。

しかし当初は，企業化の原則のみが先行し、管理

の民主化はとかく軽視されが九であったといわれ

手1）はずでに瑞会ソピエト時代に認められていた土

いうが f「i日），抗日戦争終結後では， Ii'.;l：聯'ff[lh下

の東北にお！ィ、て早く；，J.らそれが行なわれていたり

これは当時からすでに顕著であったL、わr~ 川 .10,工場段収後ただ%に工場竹内－，fll会がそこでは司

i f生産第一主義的風潮によるものであろう（（111¥それは工場管理人口・技師・ヴ7同組行；，空-fr：さJ.L、

'i'i; f!J:I 委員会；；＇tll'i'ーの必要が強調される（だだ L ，試~＇

「1'r1.f:,tii）ようになるのは，労働運動の／じ川的fl出品jJI: 

j_Lの過f:£においてである、I：，」そL日司、＇1時IEl官、

公営企常の自営w’I_[[l面iにみられた f:ii}{, h ift 11i: J 
「I ：判 l 現象を J止Jr: 「るために，いわゆどう {iです；化の ）J~l

それ内

{1, tりも，むLろそのことによって生産を回向・

発展させ石三とに力点がおかれてし、fこと思われあ

？？理の民主化の提記は，t.i& Lたように、工I~L方、し，の三古代表で構F戊されていた e：哨＇，

生産発展

円ために管：flt！の民主化が犠牲にされるどいうのが

h'; （ふとん、はそれだからこそ），ヲ：際には、

たとえば按管工作にそれがみハれ

新規に解放主れた諸都市におし、ては，「既存内企

空機；Fiを混乱主せてはならなし、！？！日職員・労働者

.uえで（~） d 》 t.~ 。

-も〉。理己＇＜

J吾すみ

l¥lJ (c'JちにLづ生i{l'.('.:i'存）となふんで，企、？と

芹出百の一段として担起されたのであるつ

,,_ ,7) 
労｛効f干を企JiTi"がCTI二参JJil＇きせること λ：＼'-, 

などの接管工作の

そのため次

下事実が証明

(/) )Jj｛~？＆；・山中合を｛引：立すること，

}j針が行君主のiで主！ヒに優先した (fl1:')。

のよ与なれ1i'i~ 合外： I_'. たと＇， ・;btLる。

他1，、わゆる ~1'f:i:1rr川［己主化（のちに民主改｝p：土ばれる）

生直川会展を保証しよう三」、う γ〉で，1)によって，

,tこO

もとの企業機構をみださtn、方

生産を！り復し，発展させるう

してぜ、るように．出(i／｝く＇tci:kl労｛:f]J大会 (19'1月＇i'8 EJ)にfことえばヲ

rtをと，たこ左i上、工場任理委日会と労ff,iJおける手立ニυ）和信じ；工，

われわれが数千の企業を段収えでfj不1］で点）・，た，，リての ill'[ u＇いあり苫職員代友会0fi<SV勺機能と L 亡τ

生産がとまるとか，企業設備が破壊'.., tこj品t,t'られているつ；引っ 1111：労｛ぬfiおよびnn1£iそ由紀；さ

されるどかし、、た現象は fごし、たむ、におし、ておこら力をひ；j) 止＇.＆t 力しご生産を発）JI~ •.'5 ぜ ζ1 三と，せ

もとの企業機構を破壊しなか＇I？とh:,h /J、、？乙012）労働者職f;_；）；企業の主人公であると L、う原則三

カド〉たために，つぎのような問題ものこされた。労働者｝肢はの労働にたiする店出Hi~~~ i，二反映させ，

て’i守僚資本主義が労働者を圧迫してし、た管理制規律に J八、ごの1・1覚、生産に<i・jる－，＇.｛＇.壬！さを性，

機構の腐敗と制度の混r'I，職口と労働千？の対立，i'百めること， (:31批判ど自己批下ljを？円発にして古代て

主主を克服するごと，［4）労働者職［トハ生産管理能 占しなどの現象は全面的には改められておらず，そ

の／こめ労働者階級の生産意欲と労働の熱意があいt，なみに {i'：プ主化n ；－.~ め／）リ er.こ力主育「＆十ること，，

lf二鼻F正力の発肢が束枠されたかわらず影響をそtr, （牛；土次のどおりである。 11，討を栓：f仁生11?UHil1i司（21厳

のである。 1,,]ll寺にまた，社会化した大生産の指停とl’：i：人事および店主、制定；主守 t王7;:;

熟？？！のもU!t,fワ！動i1E(f1'tをl;l;洋一ど

？宇：な経済白｜拝；iふ
社会主関係のあるむどの管座制度のあるものも．技術：iil品能力，

義経済の要求にもとづいて改苦されてはいなかっ

たj川い）0 かくて， t；：理の民主化実現のためには，

lfl企荒機構の徹底的f仁改革から若子しなければな

:5) ftS1l!1YJ労

(6) fl・＇主（1(:)（－（よJ:illの！）：ー（！，｛ljおよびA-flH1下J!fJH＂在和史

17）厳干名な点任制，

84 

(8！労働規11＇と賀町市 I］度，（9)

(1) ／.法院ぺHHt:Pl定1:)1Jitr,十ノ＼き二と，

｛却j条件，

構，
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らなかq た。というよりも，管理の民主化と旧企

業機構山改革は楯のl向rruであったり

'-'"ill寺，｝）白料によれ；X,Ill企業機構己主平推進の契機

を与えたのは，1949年4月， Jr］少奇が天津におU、て

行なった労働者と職員の団結および113職員改造の

方童ii二♂代、ての報；＼であるといわれて＇ .る位.!j)0 

これ土交けて， 1949i1・－忌 J-jのf華北！段工代表会議｝

は，「いかにして人民の企業をうまく連常し，第6

次企国労働大会の工場管理民主化の指示を貫徹す

るかに J ぺ、ての具体的な措置jを次；＇ii；した（dA5）。

この公識において，「中閣の歴史的／ょ特徴に基づヤ

て， 工場管理委員会と工場労働者職員代表会議な

ど山形式をもってJ,i＇＼＇’辺の民主化 JどP；足没すること

が決定三れたとされ CL心 (1146）点点、il.Uに価いす

る。これらの制度は，東北などでは早くから行な

われてU、たのであるが，この制度を持続させるか，

ソ連式，.＇） ー長制j 〔ilH虫責任制）主 i：ふべきかか

改めて誠；！命されたししりと思われる〔 F (I ），，；＿~について

は後述〉。このがl後から，各都iiiにおし、てもようや

く企業符理民主化の問題が真剣じとりあげられる

よりに／こ Jた。そのllll山経緯を天（ト北京におし、

て， 工場管理委員公の成置を中心μみることにし

よう。

天/tt ：二~）＂、ては， l J] 15日の解枚以来， ！日企業

機構はでのまま維持され，一部の反手命分子を除

いてすべての労働者・職員に原職・原給が保障さ

れていた。ところで，本来旧企業機構を混乱させ

ていな i，ないという指示；こは，企業内の！日官策機

構や不似里な機構は改革すべきこと）：v、う留保が

ついている。にもかかわらず，当時はそうした必要

な品少ほの改革すらも行なわれなかη たことが，

のちにl恥浮上の誤りとして指摘さ；／l -C＇、る(il>17)。
そして，こうしたことのために，解放に伴う混乱

と生産に対する打撃は回避しえたものの，労働者

の聞に不満が高まっていたといわれる（注48）。天津

では劉報告ののち，総工会準備会が管理の民主化

の方針を提起した。それは 6,7, 8の3カ月間の

労働組合工作の盤点項目のうちにあげられている

（他の嘉点項目は私営工場における労資両利の方針の貫

徹および労働すの組織化〕 ω叫。その具体的内容は，

［場管理委ri会を迅速に設立し， これを健全化す
ることのほか，一部の企業では不適当，不合理な

制度を改め， 同時に企業機構や人事の問閣につい

てもそれぞれJ.~体的な情況に応じて調整すること

Lそのためi己管理者側と労働r'i{UI］の双方からなる専門委

員会を設置すべきであるとされている〉，団体協約（「集

体合同」）を締結すること，労働者と職員の団結合強

｛じすること（それには識はも労働者階級の一部である

ことを労働者に理解させるとともに，時間をかけて職員

の思想を改造する必要があるという〉，などからなって

v、る(iic50)0 なお，天津市総工会準備会の 7)Jの工

作総括によれば，主要な問題は公営工場の官理の

民主化にあるとされ， その時点までの工場管理委

員会設立の状況は次のようにいわれている。紡織，

:i%属，市公共出業，化学， lf聯〈各産業！日I（， 〆）の

11：つの産議工去所属の9(i単位のなかで，工場管理

委員会を設立したものは30単位で3分の lに満た

ぷい。しかも，すでに設立された管理委員会も大

部分が不能主である位問。

一方，北京においてもほぼ同様の経過をたどっ

ている。 4月19日， 第1次全市公営企業労働者代

え座談会におb、c，彰真i土， Ir=!企業機講中の不合

理な部分合改革し，人事と公金を適当に調整する

ことが目下のところ北平市公営企業の労働者の普

遍的な要求となっていることを認めるとともに，

公営企業機構および賃金山題解決に関する市党委

艮会の初歩的な意見を提示した。旧企業機構につ

いては次のようにいっているo 「接管した公営企

8ラ
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撲と大官僚資本の組織機構は，一般的にいってこ

れを混乱させてはならないが，企業機構はそのff

質からしてこつの部分にわかっことができる。一

つは純経済的tr.性質のもので，生産に必要なもの

である。いま一つは政治的性質のもの， あるいは

官僚主義化し腐りはてたものである。言li者につい

ては原状を保持したうえで， 民主fょ研安をI二iーなっ

たのち，必要にして可能な改善を行ない，後者，

たとえば普務諒，人＇ iY訳，労工i課などに ／）し》ては，

接管完了後必要な改革を行なうべきである」。原

職・原給の問題にっし、ては， J妄管期間中お土びそ

れ以後も戦時iごでは朝時とれを保持すべきである

が，いっさいの人聞について， しかも長期にわた

って保持すべしと 1旬、うのは誤りである。 J 部の

皮革命分子や縁故によって採用された冗員などに

汁してはその必要はなし、（I主的。次いで4JJ治 13'

中tt:北平市委員会は， 「建廠の4大任務」のーと

して工場管理委員会の設立をかかげた（他の3大任

T0は，向とう 1カ年の生直iii-函のi1製，工場防衛および

労働者，職員の教育である〕（注問。その後1カ月余の

工作経験tこか／υがみ， G月中旬に従来のい〉せい

に管理委員会を設立するという方式を改め， 一部

重点企業（電車公可，人民印刷廠）を選んで工作を行

t;.1，，，そこで得られた経験を他に及ぼすと L、う方

式をとることにしている (il54）。しかしそうした努

力にもかかわらずはかばかしい成果はえられなか

った。翌年1月までに20単位の公営企業中8単位

マ管理委員会日成立したにとどまるとし、う (t¥"55〕。

ヨ時の対労働者工作の最重点地区であっえ天津

や北京においてさえこのとおりであるから，東北

を除き，全国的にい工場管理委員会設置の歩みは

いっそう遅々たるものであったにちがいない。し

かも，東北（解放が初期に行なわれ管理をはポ広〈

普及してヤた〕の既設の管理委員会も，その大部分
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が形式的なものにとどまっていたというのである

から， 事態はいっそう深刻であったといわねばな

らないひ凶6）。

管理委員会設置が容易に進展しなかった原図に

ついては次のように説明されている。第1に，「わ

が一部の幹部〈企業管理当局と労働組合の1,1,j方にいる）

が接収期の政策を誤って管理期にまで及ぼし (i盈

常この場合の接収期を接管期と呼びならしている 筆

者〉，官僚資本主義企業を新民主主義に転化させる

には必ず改造の過程を経なければならないことを

認識していない iためであり，第2に，最近では

第1の状況がかなり好転したにもかかわらず依黙

として普及がおくれているのは，主として「一部

の幹部が管理委員会｛の設民）と代表会議の開催を

人民の企業をうまく運営する一つの組織形式であ

り手段であるとみるのではなく，管理委員会を成

立させ，職工代表会議を召集するのを一つの余計

な負担とみているためである」。そのため，管理委

員会の組織にしろ，職工代表会議にしろ，ただの

形式に流れてしまづているのである世間。

ここに指摘された管理委員会の普及を阻む2要

悶のうち， 旧企業機構の改革の問題については，

先述したように劉少奇報告を契機として漸次その

改革が進められたとされてし、る。 とはいっても，

そこには解決されなければならない多くの問題が

あったc まず！日企業機構のうち彰真のいう第2の

部分，すなわち労働者の支配・監督を直接目的と

する機構部分を破壊するとともに，企業の指導機

構を徹底的に改革しなければならなし、具体的に

はそれは次のことを意味する。「つまり，『軍事代

表』を派遣して監符と関誌の管理をおこなう方法

から，国家が任命派遣した企業の責任者（工場長，

支配人など）をつうじて企業のすべての経済工作を

直接に管理する方法に改めること」である〈出ヘ
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加うるに，いわゆる管理の民主化が企業内におけ

る労働者佐々の確立をIfL後の目的とする以上，破

壊の対象は 111企業機構のみにとどま「》ず， これを

その基底におu、て支えていた封建的な労｛動制度」 》守

労働慣行へと向かうのl土必、然である（この問題につ

いてはN:hυ 

旧労働制j主心どの廃」i二（土， ＇iS二理委員会のi改訂同様，

企業内部の民主改革の一環である。 したがって他

にも民主改革の内容と竺れていた労働者岨と職員の

関係の比呂、初歩的な賃金の調整などととしに，全

体としてその実現がはかられなけれはもならないで

あろう。そして，そうした民主改革の議礎のうえ

に， 干上主主義的企業1~；f)J!の機構や制度が編成され

る。；且，；；ドrれは［企業化 J あるいはノJc.,rr：改革とよ

ばれる。具体的には次のような内容をもっ。（1）企

業内における指揮系統の簡素化・迅速化と責任の

明確性士市I］／主的に確立十ること，（2)¥rJ家経済計画

と正し； t:;1;,'tした企業＂ I11t1i ，＇）樹立とそれに適応す

る社会主義的原則にもとづし、た計画的管理の実

行，（3）生産ノルマ制度の採用，（4）健全な社会主義

的経済；l卜日iii］の基礎そ同めること（ib'J，υIIi企業機

構の改革は， これら一連の改革と不11J分の関係に

ある。

問題なわ；J, ！日企業機構の改革に苦手してのち

にもなれ， T場管理委民会および工功労働者職員

代表会議の設置が容易に進展せず， しかも一応成

立しでもそれが十分に機能しえなかったことであ

る。その）j~因としてあげられていると二んをみる

と， あJにがもその責t土－J;H＼の幹部の印§.tit不足に掃

しうるかのようである。むろんそうした場合もあ

ったで、あ九うが， しかしそのような見解が決して

問題の核心乞衝いてヤなかフたことい， そjしらの

制度のその後の推移をみればおのずと明らかであ

ろう。

1949, 50年当時，企業管理の民主化は労働政策

の1fliでも最毛点項口の一つであった。 50年2月に

中央人民政府政務院財政経済委員会のf国営・公営

の各工場における工場管理委員会設置に関する指

ぷ」が出されたが，これは管理の民主化について，

i lij：年の全i工i工会仁作会議で決議が行なわれてか

んは，各地で普遍的に討議が行なわれはしたが，

いまなお， 多くの地区ではまじめに執行されてい

ない」ので，改めてその徹底をはかるために出さ

Zしたものである。なかでも工場f店理委員会の誌i?'t

は乏の「中心の環」 （「中心環節」〉とされてし、た

いぶり。そして当時，過去の工作経験を総括し，工

作i：の問題ふLを探究する試みがしiましば行なわれ

C L、る。たとえば工作上次のような点に留立すべ

きであるという〔IL61）。

(1）生産管理上の重要な問題，たとえば生産計闘

などは，工訟の主労働者， 職員と詩論してジとめな

ければならなャ。（2）労働，者職員の福利事業と労働

条件に留意するとともに，労働者，職員の教育に

力企入れなければならない。（3）工場管理委員会お

よび労働者職Hft表会議の運1主を適切に行is_v 、，

形式に流れないようにする。そのためには管理委

民会を重視し， その機能を十分に発揮させるよう

にjることが根本である。会議の話集に際しては，

事前の準備を十分に行なって，大衆の意見を殴い

上げるようにするほか，会議の中心議題を明確に

しなければならない。 また会議室の決定事項が下部

によく伝達されるようにし，断固としてそれを執

行しなけれじならない。（4）党，企業管理当局，労

働組合，新民主主義青年団の結び付きを緊密にす

る。（5）指導t常に大衆のなかに深くはいり，批判

とu己批判の運動を展開する。（6）大衆の出した意
見に必ず答えるとともに， いったんやるといった

ことは必ず実行しなければならない。（7）組織力の

8可
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ある技能労働者をう多数幹部に抜t/:'-iるとともに，

基層幹部と経験を積んだ技能労働者にけずる工ff

に注立する必要がある。

こう Lた努力の結果， いっfこん｛士、これらの：！）!Jrと

はほぼ全国党企業に普及したものと汚えられる。

しかしそのJ普及が頂点に達した頃にはァ その形骨主

化はすでに避けがたし、ものになっていた。 その板

本原因はiたして一却の幹部の認品不足にあったの

でもなければ， 管理の民主化実現のための工作の

欠陥にあったのでもないc のちにこれらのflj!J度に

っし、てはi欠のような評価がlj－えられている。

「わが同の企業i二おける民主管理の実施は， 経

済復興期にEず国営・公常企業において行なわれ

たc 解放後国家が官僚資本主義企業を没収してi弓

家所有としたが‘ 汁II寺企業内部門情況は非常に複

雑であり， ｜対毒i土不健全，制度；よ混乱してL、たっ

しかも企業をJ長収し管理するために同家ル派活し

た軍事代表i士、

か，〉たために，

生産とW:f1!¥の仕事にfl ~-- てL、な

当時のII!営・公常工j訪中にi王l芝全

面的に工l足代理委員会および職工代去大会の制度

を創設する二とによ〆〉て， 労働者・職員；こ企業管

理ノ＼の参加を求め， 企業cT）谷磁のIf！制度の改革を

行なって，

め労働者，

（＇，理的な新制度をうむたごた そσ）／こ

職日大衆の；主人公としての長［壬！さもμ

まった。 fこだ L, 企業機構が健全化し，新制度か

確立され， 行政指導者H[ijの官民経肢が漸次官タミ；こ

なるにつれて， 民主管理の組織も形式iこ流れるよ

うになった。それは主として， 企業機協が健全に

なるど民主管理の組織と行政上の業務会r誌が重複

するようになるど考える幹部がレて， W?.fl芝日会

を廠ffi会議に杭合l, 民主管理の組織がとの機能

を喪失してし主ったからである。 ただ今日からみ

ると， 三百時！乃工場？行里委員会の性質と｛壬訪iこは'i'5・

えなおさなければならぬものがある e・ ー。
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もしそ

の条文だけからみるならば， 管理委員会は非常に

大きな権限をもっ均‘のようであるが，

行僚は完全に工場長の手中にある。

実際には執

しかも会議に

おける討議事項は， 大部分上級と企業管理当局が

提出したものでお－，て， 大衆が提出する問題は討

議されるととが非常に少ない。 そのためしだいに

管土壇委員会iこ'Aする大衆の関心が薄れ， 行政幹部

もその必要を！蔀じなくなる。

のは必然であるドパわ2）。

かくて形式に流れる

こごに述へられた評価は， 管理委員会制度挫折

の原因の A 端を示唆している。 し方、し， なおそれ

はきわめて不i分なものであるといわざるをえな

！日企業機構な管理委員会および代表会議は，＇，、唱。

どの改革に際しては」定の役割を果たしたが， 企

業機構が「健全化jし， 新制度が確立されるにつ

Jlて， その機能5::失ったとされている。

の「健全化jおよび柔！？制度の確立とは，

とりわけ

企業機構

先に述べ

［生産責た生産改，＇1'i：にほかならないが，

{J:;¥]ijJの確立が定要なことは， 以下にみるとおり

であ主主c

j己来、労働者の企業管理への参加は，社会主義の

企業w理の建前からして当然であるとしても， 育ち,,!:?'~ 

カI!の形態はさまざまでありうる。

代友会議jにおいて， ソ違式の

先に「華北職工

「一長制jをとら

ずに， あえて「中国の歴史的特徴に基づし、てj管

理委員会などの制度が採用されたことをみたが，

その理由は何であったか。

百埋委員会など設置の直接の狙いは， いうまで

もなくそれによって企業内部の民主改革を実現ず

ることにあった。第 Iに，それを！日企業機構と対置

すること白体に意味があるだけでなく， 同時にそ

れを諸制度改1p；の推進母体とすることによって，

広範な労働者大衆を改革に立ち i二がらせようとし、

うのであ－，た。 それはまた， i：から下への行政命
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令方式に下からの大衆運動を結びつけるという接

首工作の方針の貫；訟を意味するものであっえ。 L

かし， Uろんm，.，、いそれだゆでなく， 先述しえよ

うに， それらの機構を通じて急速な生産の問復と

発展が可能になると考えられたのであった。すな

わt），労働在大衆を企業管理に参加させることに

よって、労働者の「国家の主人公」としての自覚

を高め，生産の面でかれらの創，嵐と積極性を存分

t二発揮させることができる。また企業を管J型十る

幹部についていえば， かれらの大多数がかつて農

村において革命を指導し，あるいは軍隊にあって

革命戦争を戦J lてきたもの危ちであ，：：，たため，企

業管理についての知情と経験を欠いてv、た。 土jし

が当面の工業建設中の諸困難の最大のものである

といわれていた。この困難を克服？るためには，労

働者大味とことに熟仰労働古の紅験と知識に制り，

かれらと協力して生躍を発展させなければならな

u、（主6へというわ討である。そして，おそらくこ

れら諸理由の根底にあったのが、 中[j.i共産党の伝

統的な大衆路綿の工作方式に対する確信であった

と忌われる。 i工業企業中ε大衆路東il内実施企貫

徹「る二とは？ 企主rpのい J さいの私交回的な要素ー

を動員し，労働者・職員大衆の積極性と創意を発

揮させ， 国家計画の全面的な達成を保証する一二と

tこかかわる一つの松本的tfIi司題であるJC/161' 0 

ところで，管理委民会などの機構は，それを通

じて労働者大衆の創意と積極性を発揮させること

仁よって生産の発展をはかると Lう意凶がこめら

れていたがぎり， それらは民主改革期の臨時的な

機構ではなく，恒時的な労働者大衆の企業管理へ

の参加のための機構でな村れば itらt,:,, 、はずであ

る。ところが一方では， I述 Lt:：：諸理由かi:-,Lて

も， それらの機構は民主改革の過程でことにその

存在意義治大きいことになる。 Lhも一般に、氏主

改革は生産改革の前提条件であると考えられてし、

た。と十ると， 民主改革が一応達成されたとされ

て以後は， それらの機構の存在意義は大きく減じ

ざるをえない。そして，民主改革あるいは政治改

革の終結は，すなわち「生産建設時期」の開始を意

味、するιのとされCl川，以後はもつがら生産の発
股，したがってまた計画の達成こそが労働組合お

よび労働者の最大の責務である二とが強調される

iこ至るじしかしその場合iこは，すでに，広範な労

働者大衆を企業管理に参加させることが生躍力を

高めることになるのだという観点は， 「近代的企

業は高度に精確な管理組織と精倍か，）科学的な分

業を必要とし，熟練した技能労働者，工程師，技

師などの技術者および練達の行政管理幹部を有し

丸ければならない」＇＂耐という主張仰が iiこねまっ

Fく色似せてみえ， ほとんど顧慮されることもな

かったようにみえる。いまや工業企業中での大衆－

E忠誠の工作方式は， ［農村革命根拠地のく一十：：子

(f'J＼＇手工業式工作作風 J（削7）とする排斥を免れ

た場合にも，たかだか生産競争や増産節約運動

という形でこれを主主めうゐにすぎなLo い；j）ゆる

［生産責任制jの擁立が強制されるのは， とうし

た脈絡におし、てである。

貞任命I］の確立そのものは， 「企業管理組織の社

会主義的再編成の第一歩J（注船であるから，それ

は第6次全国労働大会以来（あるいはそれ以前から〉

繰返し主張されてきた。しかし， ことに新規に接

収された企業におし、ては，民主改革の基礎のうえ

に企業機構が整備される段階ではじめて「生産責

任制Jの確立は可能であるし， さらに計画経済が

軌道に乗るにつれてそれ社いっそう重要度を増

す。そうした意味で「生産責任制」確立の端緒と

なったのは， 「東北鉄道党委員会の乗務員責任制

に関する決定J(1948年9JJ 28日）である。次いで，

89 
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［東北人民政府T奇;(1Ymの生産責任il,I]に関する決定i tn、主主に， it ＇きょく挫折したとし、わざるをえ

(1何（）午2/] 2''HI) 1トヒり A 般的なJt;・とこれを規定 I .. L、であんう J その結果，労働者の企業？？舟！への参

したり要寸るに，生産管理面における「無人n.立 i :J11i:.t，第 i次 5カ年計拘i－！坊には， それ以前の時期
現象を改めるために， i幹部p 労働者お上びJf哉rL L二i仁L・c "':':f本的iこL、一てペ〉はり後退した（先述した

技術{Jの i人 l人に J 凡、ご， それそれノ1-:.i>i'戦総i Lろに’，5・働汽の｛1、業1＼：珂へのをま1Jilはそれらの機構を通じ
-;tv＇）仁（？一面l問、職肖， r:f'r任均む上 i

 
り｝
 

みザ一 てu，！ιir f仁j）れらjけぞはなし、が）とJメなけれflj仁三予

≪I#.；こし、てれそJt.U〕ケー王， T{1、1：是正日了三 iこh :tい＇ ~-1 

if:百ーを明確Jiこしようとするものであ pた（，，州；。 j;~ i乏に， こ；jL ') (1 ！制伎の腔タi(1）店、味を， 'Bf＇；］ に

し泊、 L, ~ ~l: 1){ Fi {I: ;1,1J i l土汚初；上必j L i(, 1 ·•ム ゾ連山均｛；－と対比することによって，次に広誌の

;f;I] ! ( ljij虫E弘i壬；Ji

:J ；／）けそれが「i干理（／）fモ主｛じ」と品J立十ζ、という 、／；主－に%.iL、てi.t＇ヲ；，i必組合（サンジカリスト♂＞）；与撃; ； 

Fすえfjを強＜ li定 L〆Cいる（＂ 7り〕 Ci主tこL、えlE’，〉；！弱j （士悦Bくρ是；7ぐL、j二）ぴ1I ~+,:I家機~HヒJ による発1i'力j)\

打（／）企業'i¥'1型・ ・Ol7,;IJIIが「無人魚AJび）IJ;U t,1-c "'' ，：， とl工 1: i二土七iI・、て、 労働組f干の：生産主義品、強化され

，，、，・，： ・，、なLぺと二ろがICJ5'.1年，第 i次 λ方今三討11l1i ら （；，，与にまた生時二lJ定が［匝家機関｛ヒjを11：主化した）

山IHJvf;どと iにう よごれ点、！生産以J~記？；＇ Jlllff;:JJ tハ）J;( ど ,l~ f，に， 労働青の企業管理への参加が大脳に後

l¥1J：こ l,V，く「 . JJJ;1J I として定表ナノ：：）i ~ .~え ！.／＇に ;1n fごコ q,凶では，立・ Jf'x:・労組しり結｛..－や労働組

企＂：＇f1守地惟i主主主に九＇ U°f二部r11Jul氏ff:/¥・ （出張1YJに {tUiノト一昨主義｛士事Ii中iは成、，＇［ j'fijにみられるが，

:t 1)ljl<) l人じf) Jcにイ在中せしめムJlふごとにfi.'' }), / iili ~はj立〆 ， t二労働者の 1tU1;参加をより長悦

fこ， Iii, 三1I. !J '1.；：理委ii会などのi船長を形骸（ヒ主

せ，あるレ（上 1'1然：円減., .1-Ii’，］かわせた11¥j衣山原［1:I

とみ l：上L、であん十＇ 72：＇ます＂ ']Tfli!云てはたl.t' t:・ 

どλ；1;,;,-I二／三：；てあ－，よことしても， カa江りた1¥1[,¥/; 

企業管埋；こ J 山、ての iYs:，主権が与えじiL亡し、たれ
で， t支l：これは廃止せ、さるをえなか J 》たと忠＊＇

れゐ（実際iこは円然消滅の形をとった〆）υ主たf＼＇；友会

議内ほうは， r －長市I］」採用後も部分的には存続

したようであるが， その場合にもそれは完全に形

骸化し，労働者たちはそれを［工場iとか滋’？iし，党

委員会が指示し， 労働組合方込呼びかけをわ～なレ，

大衆がL任務の遂行を）短う」（， i 73）会議で点、るとH＇し

てレたと L、う こうして労働者大衆の企主汗理へ

の参加を保，；1［ずるものとして， 多大山期待ーをど 1L〆〉

て創設された工場管理委只会および労働者職員代

去会議の制度；土， これに代わるむ効な｛！日j皮をもた
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十／；〉企業＇t'l':11－！！への参加のjr,',Jf支がLt・,tt.たほおにと

こんか， これ＇i:I二事111!11:r.lb見訂正νJ、九存｛i.：しfこ生呼

出 i:；定i't'-.JfmL涼）jf(，，、 L思土！店長1,,Jか， 大規模な経済

建，；古び）llH始企迎えてし、す〉そう顕答なtのとなり，

その上うた趨勢fで行なわれた企業管理権の集中

ど長!Jliに，ニ jI l'》の制度は形骸｛ヒし， 挫折したの

であら 壬こんで， こうした趨勢は支た労働組合

の地位や機能にもなんらかの影響を及ぼしたにお

がし、なし、。 Lカ・L‘ ゾ述の労働組合とはその出発

点によJU、て相違している。労働組合の成立後，繰

.i!iL rみんなで組frをやろうj という運動が提起

された弓工を,fJ:,l起するどけでも， その相違は明九

かであろう勺 Lたがって中国の場合には，労働者ー

の企業管理への参加の後ill/;:, IliJ労働組合の地位

。）低下や機能の変化を意味するわけではあるま

L、υ それでは， 中国とソ速のこの歴史的経験の相



違は，革命の将来に対してどういう怠味をもつで

あろうか。

もとよりこの聞いに対して容易に答えうるはず

はない。 ここでは， fこだわたくしなりの感想を述

べるにすぎない。

近年ソ連におし、て， 「生産会議Jや「生産委員

会jなどの制度を通じて，労働者の「生産管理」

への参加が強化される傾向にあるというが， 同時

に現在国家の遂行している国民経済管理などの諸

機能の労働組合への漸次的移管が主張されている

のは興味深い。それが共産主義への移行が現実の

ものになったとする認識に基づくものであること

はいうまでもないが， そうした問題よりも，ソ連

社会の「民主化」は，労働組合の「失われた地位

の回復」という形をとらざるをえなし、のではない

かという感想をいだかせる。 これに対して中間で

は，「両参，ー改， 三結合J（幹部の労働参加と労働

者の企業管理への参加，生産活動の妨げになる古い規則

や制度の改誇，労働者，技術者，企業幹部の三者の結点、〕

にみられるように， 肉体労働者と精神労働者のJz(

別といった社会的分業の形態の廃止が特に重視さ

れる反面，社会主義的所有制確立後の階級闘争を

強調するにもかかわらず， プロレタリアート独裁

の権力基盤としての労働組合についてき及される

ことが少ないのは， 中国革命の歴史的経験と無関

係ではないように思えるがいかがであろうか。

最後に残された問題は，労働者の企業管理への

参加に関する政策展開過程を広義の接管工作の一

環として把握し， その挫折の意味を問うことであ

る。

通常接管工作という言葉は， 軍事管制下におけ

る政権機関や官僚資本企業などの接収，管理に関

する工作を指している。しかし， 工作の内容より

もその性格や特徴に着目するならば， それは都市

解放後の趨勢（農村重点から都市重点へ，農民主体か

ら労働者主体へ〉が生み出した解放直後の一時期に

特徴的な都市工作としてとらえることができるで

あろう。企業内部の民主改革は，必ずしも終始軍

事管制下で遂行されたわけではないが， このよう

な視点からすれば， それは接管工作の一環とみな

すことができる。 とりわけそれが上からの改革を

基調とする接管工作の方式の制約を強く受けてい

たことは否定できないであろう。そしてそのこと

は，なによりも指導幹部が容易に民主改革と真剣

に取り組もうとしなかった事実に示されてし、るよ

うに思われる。 さらに一歩を進めていえば，工場

管理委員会などの制度を究極的に挫折させること

になった，生産第一主義的風潮ないし思想、傾向と

いうものも，接管工作と切り離して理解すること

はできないであろう。当時の生産第一主義的風潮

自体が，接管工作を生み出したと同ーの趨勢の根

源であり，あるいは帰結であった。

ところが一方では，民主改革，ことに工場管理委

員会の設置は， それが企業内における労働者権力

の確立を目的とする以上，労働者大衆の立ち上が

りなくしては意味をなさない。民主改革が下から

の大衆運動として行なわれなければならないのは

当然であろう。つまり，民主改革は上からの改革

を基調とする接管工作方式の強い制約を受けなが

らも， 同時に下からの大衆運動として展開されざ

るをえなかったわけである。もっとも，接管工作

についても，下からの大衆運動との結合が常に強

調されているのであるから，そうした意味では，

先に指摘したように工場管理委員会の設置は接管

工作方式の貫徹を意味したともいえる。にもかか

わらず，上からの改革と下からの大衆運動の聞に

は明らかに矛盾が存在する。そしてそれは，接管

工作自体が内包する矛盾であったといってよいで
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あろうれ

この手后は次節；こi主へる労｛政！｛1（叶ぇiド主出争に

)3 L、てえを｛，先鋭トニ JJlわれてし、ζ、上「｝にみえる。そ

こでは、 ［：山道じ 1，・，，内出管工f'i iこ社しとどう J

,j LI tゥ；1動／＇.＇,, ）瓦J''.rと；£！，力企求めふことんeできらび｝

とL、人；fli点 ltil 0') }j 

が， qi共i土公党企業における経験の帯積を欠レて

い／こために， t火山ような方法をと九三るをえなか

' /~: !::: ＇、う。すなわ九， Ht平ljとれ己批判を品在んに

し、 大衆路純を歩むことを通じて「無人負責j弘

＇~：~ 解iたすらために、生産中の f無人 fl責！現象

,1J ,i,',•.fぽ；二労l!lvJfi:k衆をがj1ctする方法であゐ。 ょ：ーし

''iJ/Mrfi一工r:,n 1:1,1界i;;:2;;: ・＇止さわら山＇ ：必然であマ，／、こ 亡、 ！これ二そ tさにj>iJ 冶党内包·~tlh t主f,'j'；と制今

.t －）にヱ／人えどJ，／）てある； 小＼に‘ hi＂：、P噂、iti J：え ,¥ ［，’i志／；

「fr.！又 ！主f,:J)l’ 〆こ〕 Lt: ）（モ？ミj百if【i;c’11'1:k綜uご c') Lfl一が ）（衆に｛t＜拠しな；fAL（工な l、Pf仁L、というこ

才ゴ 1ぜ、て一」一fl！角，｛ ＇：とム Jこさ点、 1,しれなL～ とてあるc 大 wとh~'l総はわか党山政；fl路線であり，

とご 7，て‘ 't，こJ＞た＜ L; t ‘ 111 たで｛1三~＂＇ ti'J堅；＼， lj 立ω組織路線であるが， 大衆i路線；：E士た企業：r;；理

！主L-I＿亡 l-lぷi,lj をi.:f-,-y, /', ＇~－ご L!lFi'\'r堅た

; l ~，／こど，／； il]ij I＇［を i長引LたJlj!出土して、 ィ！＇：；fi'U(Jt仁

k吹町線ぴ）仁（1}jj¥i二之、il<'.,i:/M；川，：，，，：勺，／こと L

/・, にf' ／；、乃寸）心！、 計済建設iうけトUL；区仁乗るj占hi)

て：JI 「／Viii山lJ:rt'-11:YiLたのは守 主戸1';;f＼ゐ Ln1'r'J

ILi、＼~1.1ばii 川心主内己1't'.J, -_ /'- , ／二！二1/)－：：々、 t－ーの このこ

' i : , (1て 出ljl主をめノ i 、、 , J し！） 対、＇1~ J－ζ〕

行；：：）j/)'(¥', ＇／ここと全 i三II支しごL、ふ仁つ［.： I占,jJれ

ど）｝そして， .; J：心く＇：・；／ I:.t I・ I主L／二j・.::J :_d,( 11'・ /.,: 

, 1_ +1>~;: r. frに J ,,,  C j公くたとこん／トケも、＇ iY.＇.~ f 

也、さ l,l心ことであろ j -J主り、 i一心込i,cl；じSci（と

卜かん山大＼y,U,E点IJf; 1，、ずれをより ι悦1→るかによ

って；E比ぴjXtユ＇rン；・・＇F.じるのは， むL7）、＇＼'.I/; (f）こと

じあるとし！ってよし、.＿［ ;; 0 

たとえば点目制の拭i散が IUj.ばれるに勺トこな.，た

初期には，点任：1,!J実施し＇）jJitとして，、IJ主式の方

法と中J主のそれと均二 it ＇） きりMl：じされごいた心す

なわち， '311寺中ゾfr常企業でと人jL C L、る方法i工、

とカaら-r，，；制度を定め， その後iごから［二へのパ誠

に大衆を引ιする方法（はなはだあ十まいな友現では
あるが，まずけjえがおJI支七7とめたのt，，労ifv1r,にそし＇） Ii',]

＇.｛互について川議 '5せることに上 J Y ごJ,r;J土ni古H[t全はかり‘

l≫JII主に下級の：G：、はをl吸いkげる主主行 C；あろうγであ y fこ
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;') 〉山）主本）；；〔長ljでもあるj I/[ /0) O 

二二ごは、Fi主的jjl}ミと1t11たのそJLがたJ-.l:じされて

Lイ3が， わにくしのL、う生産第一主義的考え方か

イi主（！＇J)j訟と千五如、こす：,1;,Y、J Jくことは 「一1.i:mむの

やrj{iごみ，；.1,nYJ，－）かであろう。そして， 生j,J'，；第一寸

み（JCJ汚；;;_ )Jと ）くt役時総をより屯視するたえ方，ソ

j,bUJYJ、ど 1{1JJ.;UJ二れとい.} IこえJ之が， 当時党;f'j 

J二（）政）(ijl']iこ仏ム込tれ論争を生んどであろうと

いうこと；tiづii二ljえんLふり／こど， 、＇＇1Y.<(U）こと

んーみ‘「，， 勺II寺t上二山て，）のこたえ方あるし、tt )j仏び）

ぃ iitをとふカ‘とし、うJ怠択が， 社会主主主か資本主

とレう上It巨のi茎択に， ）ながるかもしれぬなど

三け司 J5モんくi比高指導層をも含めほとんどの者

かた；え及i工なβ‘ったにちがし、なし、（ソ連的方法と 1t1

JI、のそれこの~Iii主を指摘したまさにその論者が，この二

＇）の ）；訟がともに大衆路線の｝j法であるとしている）。

〔；, l) E. H. Carr, The JJolshevi!, Re1•olutio11 

!cl 17 /1)23, Vol. 2 (London: .'vhcmillan, 1% 1), p. 219 

(1 c/;j },l Ii,; J'. U ,)' 1cノヱウイトメi'.;,, ; 1917-1923』，与l2 

:,, ,'; J J',if!J_:, 1965司， 166、 c）οl！，ト＂ン γ，4

f w: j ＜与 ill；うJ';t ／：， 七LごE.IL Carr ,.:fi , ，：い
''.. J 1,,J I・ ,Ii.; J:, l , 'J’he Intどnゐtグgnum192:J 192,J L 

l、r}'Sociaf1s111 in one Count1y 1.'C4一 I926,VoL I 

}; ！円。 fU! {,i¥ I （ッ Tャ一［＇上 6 :-＂ツ 1 山七、 μ」3

,';i; f'I ( iii jllj 1U1 .. J'., ¥Ji 1;>il主l,1%!1i ), R・〆 エノレス，
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i司際社会主持運動研究会訳『ロシア共産党党内闘小

史』（現代以潟社，1Cl67f［〕なよ ξ参：K':Iたが，はなicl

だT、｜分tf1J:日議に民づく 1、のヶもる戸けに；~りなきゃ

をお竹とれる。明：門家の斗教示をえたい。

( i. 2) E. H. Carr, p. 323 （宇高／＇.， 241とーン〕！

(+ :l〕 t,i島正夫『中間の人民民主政権』， 437ペー

ジ芳、II廷。

（注4〕 ?'(JJ仁三「労ofU；政策ザ労働部l'fJ任務.1C『新可I

Jl叫ん 19::iO年6;I）。

（注5) レーニン「新経済政策の諸条件のもとでの

万1!,ii.h，ノo・:t；』 1-r: 務； Jい J(192:;・, 1月:20:1付ド

-;., 1共産党巾央委民会の決定〉。

( ,, 6) i；；；子 hk「在中 IYi 浴工会·； fl~：、た会 l·.:1ヲ殺，＇， I 

（『仁会幹；;rr，宇凧午ぜJ丈件J，労働出版社， 195011）。

〔tj 7) 冷汗＇＇ 『，1,・r:1解約；；，＼争＇｝＇｝ （行＇，；，）汗 r,t;,!i:{

，和I28f;c〕， 285ページ参伊丹｝

Cd, s〕 f 11 f事「；仁会J；.行政工f下的r:i-t, 1::1題J（『幸i(:'< 
J1 ,q』， 1949年1ヨr1）。ずだして，＇ j逆わ明，すハわt，工

会工作／＇，・か企業管 JI］＇対／ 1,Jい対抗心、設予むつ場什もあ J

た うれ r l、る （i：正えlJ r人j(l ｛量J, 1949可8}1 2 
IJ参照、〕が，これは労働組合のいわゆ心「経済主義」

(Wr ：，＼：.後rUh.；雪JワII先，・1r i益刀j.. ，を事、＂ill..す為たII.':Iり
があったといわれるが，そうした誤りのことをいう〉

にrutL 戸、 労f,f,.Ji ＇合しノイ I"：務♂j【｝！心式’l産L j,かてけ

ればなムず，そのためによりいっそう企業管盟当川と

のi1?}Jを州 Aヒし＼；十れliぺらアパ、と「ら場合！ :1,、ォ〆） I

たことである。それは仁会工作者と企業管理当局との

結；＇，ポなノ r~ トノナ庁あて二すヨ 4 のごムっー＼党・μ：・

労組結合の一般的傾向者戸谷定する趣旨ではあるまし、。

(::,9) HilJ',L'-.: r,1，ぺ労f,f!;,)J C I本労防法学兄

編『労働法講座』，有斐閣，昭和 34:fp, 2372ベージ以

下〕は， 4上ぷ主義プif動1):.＇）基調が r'l ~i：主義j にむか

れ・：.、ると lる。

（注10〕 E.H. Carr, Socialism in One Country, 

p. :lil. 

(iUl〕 『五三工阪工会1：「l経験』（l：人山・，vx:村，195,l

年）c

(il:12) 「閃 ／1守 ＜工会七作所｜旬生熊〉的決議J（『新

華i1 cc;i』， 1950年 3月〉。

（注13〕 「一年来の中間工人運動」（『1950年中国経済

論文選；叩 3輯』，生活・読者・新知，三聯山内，1%1

年〉。

（注目） 『工運間選－r<i個』（に人；J,IJV:社， 1950有人

32ページO

Ull5) 好崎小二郎『現f七中国の経？引干理』， 181ベー一

ン／。

C1H6) ［中央人民放！仔紡総 l：業郎防！於在公常勤続k

工湾中普遍建立与健全工廠管理委員会和工廠職工代：：句

会議的決定j （『中央財経政策法会繁繍』，第2輯，／Ji

ギ：.＇： 1ん 1951年）。

(/117) 「関於各級工会生産部工作的規定〈浄‘案）」

（『 i会工作子冊』，労働／1¥盟主社令 1951{1今〉。

(/US) 「中間紡織工会全問委員会関於密切工会与

行政！司係ii’！？！と定J（『工会 [f乍子1m』）。

(/119) 工場管均一委員会および工場労働者職日代夫

会，；！，， ：つ、 γのおJ！”は，特にめわらt:'. 、場合口「~Jh',

i叫？凡公営工廠建立工廠管現委員会的指示J (195011・

2れがLI) I .土ろ。

なれ，中国研究所編訳『新中閣の労働法』（中間資

料U噌 195211.)[f J収録。

c:+zo) 『工運問題ー百個』， 48ページ。
し121) i海 rb人民政府労W;l，，；編『うj告書手Hi！』（草取

人iい11¥みn、1951可）， 210ページ以下ο
。：22) 東北fl報社論「企業管理氏 Ut是改選生山：

罰的1'J保討j （『，J[!I::公代企業的経営り符理』，新ヂバ

J,'(, 1950午〉。

（ι！23) 手’－~vi, 「力口信：’（＇i:対企業的汚い＃，貫徹執行Wf

衆路線」 err新幹！土月刊』，第2ll';・, 1956年〉。
(;, 24) 「中共中央1.Jdt局間於党対凶営企業領漕i'rJ

決議」（『新華月報』， 1950年10月〉。なお前掲『五三工

廠 ifl'経験』， 53ページu、下参郎、。
(/i:25〕 李雪峰，前織論文。

じ126) 苧雪rl(f，，前ff:；「企業w理i己主化是改進生川－
・,fi:耳目的保孟EJ。
C ii 27) 『工運1:・1題－r'J個』， 46ベーン。

(i128〕 『工人運動問題；第2集』（工人出版社，1950

4ド）， 22, 23ベ－－；.， o

(; L29）『工人出動1::irw；第2！長』。

(il:30) 学1毒，朴、庚合編『学会管理企業中的幾個問

題ιl～9ζー〆 0 中小全国主主 I.会 flれ脱出版1、編『全

l叫がJ織工会代表会議決議』， 70ページ以下。

( i 31〕 係諸 I.，史民一HT理り在、営企業J(『恥書道報ふ

1949年 6月2011）。

C,32) 「中事令固まti今会一年来的［：｛乍報告J（『中同

工人』， 1950年第4期）。

(iじ33) 「中央人民政！H労側協調Jr守化私；1::;ii＇業中 E没

93 



1969120096.TIF

立労資協商会議的指示」（1950年4月29H ), 

（法34) 蘇克「従我同工人群衆参与企業管理的樫史

U1/i，来n当面；公営立て腎的I（主Ti'T＇；；問 i¥!J （「新，，，.，、j'.JJ
刊』， 1957年第4JtJJ)。

ぐ庄35) 犠打、お’l！巨『現代中凶の＆業形船』（森ilJ"i:: 

J,t・，昭和：：4年）， 169 ：ージ。

(!)36) 周而彼「｝lτ己上：外的時候」 （『燐衆』， f存11

主主 MO・11合 ilJ）。

（注37) 新吹社H.~11,il＇＇！＇：職 ii軍Ji'jilリ正晴絡事長，；文士；

〈左〉傾関険主義一一一記念〈二七＞ 25悶年」（1948年2

JJ 7 II〕1 『rJ,1,1職 II主政文献』（I入山由ztL 1919•HI 

Jj）参照υ なt；この報告に先企 て，.＿iii.析が管Pi＇.委じ

云の設（試をmi1くしている。毛沢東「、＇1j面の党の政策に

j: ＇プる 、く〆，引の；日要i品切に ；、てj (1941'>!'. I JJ 18 

11 ），『毛沢東~1.lミ』、第 4tr。
（佳38) 「！＇；.， ~t解放医上尚一業会ぷ！（『i序 11(』，白－； 2 5! 

叫；：i1Jt1！）。

（注39) 「苧，'I.三報告関於工運行1ifi任務的総紡」 Oil
〕＇：＇：%,/ Ir ij（六V:，；，国政働大0JI, L人文化引， 1948ff 10 

JI ）。

（注40) 前掲「企業符埋民主化！止，，k，住＇／：.d長 •Ji: ’＇~；＇的（正

面lJ。

「主41) 「小」t•W 放l竺！商業会議j が J /)  ・－.のm.

点を示す（折H稿「中国共産党の農村から都市への工作

小唄点f'./,fj-1：・ノい 1，「γジ；＇tf済ふ1968¥i'5 /J〕が，

ふもそ（，二二中全会、で十五けう工業建設，R点（／｝見解 ν• ， i,Ui·

にそうした傾向をみることができるであろう。

ctun 羽I!l'r「布市dノ解放ん；予告書λ階級（ l) J （『／
ジア経済』， 1969守3月）， 53ページ会！照。

（注43) 欝暮橋モの他 r中間l司民経済の社会主義的
百；：＇.』 (jt京外文出版社， 196(1'1), 21べ一三。

(il:44) 前倒『学会管理企業中的幾何WJWJJ,11ベ』

ν。ただ I.，かれは先にl[l解1成区にt，し、て？？瑚のJ(J,
fl> l 運刊をむ，f!• L ，新解 If，区ご｛立条 fl に！，~；、じて Hii畳一j

べきである，止したと￥， し、われる（lliitll「＂実 L，：『τi管理

/J・.f官営企業J）。今I誌の文化大.y..命の過w三， J1JIJ,・脊ω
11：市コ f干のm導レ対 ！ ＇＿種々 の批 1りがu:1えられてレ
る。したがって，｜｜］企業機構の改造に対する指導につ

いても，今絞iヰ検討をかえる必要かあろん

f注45) 人p己日 d社iii，； 「打下建設」業千 11:rr，；勝手IJ-i,l-

磯」， 1949年6月23日。

〔注46〕 「中華会内総［会一年一来（；工作桜台」（『中！日

し人』， 1950if第1llJl)。
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()147) 「｝Ji!)11織仁忠告f；注立：；与種制度， ）（津中村i生

産迅速提高JCU'人民卜l報』， 1949年6月25日〕。

（｛川8) 吉trt!Ji IT'学会管Jl!'f企業r/1{t:J幾似閉山J),1 

/ ., 

(/lA9) 『人比11報』， 1949年8月2El 0 

(d50) Ir人Lt'.ll 1地、 1949年 6月18110

〈注目〉 『人民日報』‘ 1949年8月2日。

( /1-52) 『人民日報』， 1949年4月21日。

(:153) U'人！（ [l WJ, 19・19年5月201lo 

〈注54〕 『人民日報.！， 1950年2月4円。

(!!.55〕 r人民 Fl輯U, 1949年2月4日および 1月31

/J n 

(i'l:56) 『人Ji!;H線.！， 1950年3月13日および5月19

11, 

（，十57) 古lj氾「中！？全：r:1総工会一年来的［（＇午幸里子 J。

( it58) 醇暮橋その他， 24ベージ。

( (159) 百事作僑その他， 25, 26ベー＞o t；： おナ院正

己『現代中国の労働制度』（評論社，昭和38-f:f),50べ

.. ／参照。

(;160) f人J(11 rKJI, 1950年 3月5IJ。『新中114の

万働法』，参照。

(d 61) 「’t行工路管.flt＇民主化要（故む f那幾件事了J,
r中IE主人』， 1950年：］＇； 5 Jljl。

（．注62) 蘇hl前掲論文。

( ;i 63) 「企業管理民主化是改逃生ff重要(J'J保孟E_J。

〔il64) 李勺蜂「方II強吃対企·~ミ的倣導， l'l徹執行群

衆路線j。

( 1165〕 頼r，愚は「三JX:J，「丘反j運動の終結をも
ヮプ，企業の政治改革時期ぷ終t）り，生産埋設II寺i坊が

始まったとした。頼者愚「大規機経済建設前夜的中国

工人階約j ('.Jc/1星空人民共和国三今来的偉大成就』，人

民出版社， 1952年〕。

( cl:66〕 『生産責任制』（新華8m,19so年10月），96

ヘシa

(/167) 『生産責任市IJ』。

( d:68) 小嶋正己， 50へ－－ /o 

（。i:69) 「，j(iヒ人民政府工業以関！t・'I＇.産 t'ii任；1,1J(i'J決

定」（『こt産責任制.！）。

（注70) 「責任帝ljの実施と民主管理を対立させ，責

任日の実肢を口実として大衆への建議を拒絶する上う

な誤った態度に反対しなければならない」（『生産責任

命lil,, 54, 55ペジ）。

れと71) 頭打業活，：•＼社主主「実行生産区 iL主管理au,
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t貫工業通J,＼社論「進‘歩静岡生産広域管:£!1l1WJJ，と 1,

f 『吉町 l 可報J(195, 第 l',Jお一「｝第6，；）奴心。

（注72〕 労働者職員代表会議については，ことに「会

kfliUJ 1；来， -~ 11がIJ,i士企業の指導々がfffちを；1;1i）当

て，労働者職員大衆がこれや清合う与を議に変わってし

まったと公式に表明されている。『人民；i~t!l !Liil, 

1%7年日月29110

( /l 73) 李守山手。

Cil:71) こII ~＞の： If度に J ハ、て，J j芯正じだ（iJi;H!iぎ）

は次のようにいわれる。 「企業管聞にtH、て労働者間

41）の惇ノIi '!: lifn .・, L, の社会ーヒ義11'1rH係ペ’）j程訪れ附絞

d〕，＇（，：(,,T（内｝］ ff(でささえ乙という観点かんすれば，みぎ

ノ工場ii理委l:t会制1をl土， ＞） Pば〉けヌめ 少数.＇） / .-, 

ばれた先進！Y1労働者にその任務をd（；している。この行，

,; I動計結n代j、会議ーυその氾織γll生絡；，ら材Fl'.iナf臣、
ittするが 1 よりlltt的に労働者大衆にU<WIしてい -1'.,o

Lたが J て，カ1<[,iJ符大 J収の全品｝；的れ悦級,j'j_,;J，が高；：，； L, 

l人 1人lつ労l刊百がんi~主 ＇io；企業rt'PTIc'J訓練を集約L

こくろと，、1/1然， ［‘場管理委n会か↓司付ム業のif!,/t:''1 
初来た！ ていf：役割ν、 しだi、に呪i列者!ff¥1. l ti::: iiづき議

へ移行してくるであろう」（52,53ページ〕。しかし，こ

、らの｛＇＜荷量の n絡に J ，，，、て c'；，吃切JI'! i十：わ lハに！日iL'Cjで

あろうが，少なぐとも「工場管珂一一委ti会が悶営企業の

fili設当初来た： ( lリ没持ul工， L1.、L、にρJi働者w正('i代

表会議へ移行してくるjという事実はおそらくなかっ

とと思j' i lる。また1956年9Jlのわ ！＇＜f¥~'. I~ 会；. ）川、

て， 「企業内の大衆路線強化の政策にそリて労働者終

日代表土ぷを汚働者私見代Jくた会，I；；総入ヱlt';T千里！？

努員会ヰ新しい代表大会に吸収しJとされてし、る。形

式的にいそのんフり ζあるが，実際：こは＼i'J'I'.委ti.会は

jでにj；＂作 L・,: I、、なえ＇＇ ＞たと円、われぞ L，「少数ながら

従来かわあった穀Tf¥友会議（労協なi綾WI:::表会ぷ）J

（福島11犬「，1，；司に＇.,tる'J；働者♂！マ芋し勺働J)針転l

燃J，『見d千文化研究所紀要；第21附』）も，ふの時点で

は：•l と／ど機能してい工か＇ tこの iはな勺人うカ。し

たが J て， ι場？？理委員会および労働.f;・職員代表会議
c'；制度，j,，労ii：＼者f¥;よ大会 F,;1現段，、ill].&:. ソ あた

かも実際に引き継がれたかのような表現は適当ではい

ごあろう。

（注75) とはいっても，工場管理委員会制度は，ま

〉たく：1，闘独自の制度というのでl.l Iく，おそ fJ くソ

速におド乙「合議f告I]」（「労働者統制l」後に出現した〕

い示唆・:Cえて、、るのと；土あ乙 tいJ こ！人「iに’パィ、と

も専門家のご教示がえられれば幸いである。

Ci七7fi) 長IIf;¥ f都市の解/ixt労働者猪初日〕j(If'ア

ジア経済』， 1969年3月〉歩照。

0七77) このような見方そよりよ3しすすめζ｝ん巴ら

ば，あるいは次のような帰結に導かれるかもしれない。

j包わ「y，按ff工作;Jノ展開過fieをJ虚ピて， こう仁た二

つの対校する労え方が常に底流として存在した土と，

保管期比は，必じていえば， 1.産第会主義的思泡［傾向

ウtかにの己主・／（＂.という色彩が顕著であっt:（それたり

の必然性があったとみるべきセあろう〉が，個々のJ-t

i-f, ：＇！つな政策ないしヱ f下の展開j位程C，それが持什J て

限界をぜ露呈するとき，大衆路線的志向が強くみられる

いうことでわる。てしてわ iこの上う／九結論がiZ.:':i 

であるとするならば，わたくしの一連のこの時Jtllの研

；，・：こ新允注視点を付け加えらiみ要ぺ広味irいら／）か

もLれなし、。今後の課題としたL、。

〔/178) 『＇lili'責任：f;i！』， 1°'1,105ぺーン。

（調査研究部〉
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